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■総合政策課に再編・統合
　神奈川県庁の組織改編により、政策研究・大学
連携センターはこれまで設置されていた科学技
術・大学連携課から総合政策課に再編、統合され
ました。
　引き続き、調査・研究を行うとともに、大学と
の連携を推進していきます。

■調査研究事業
　多様化、複雑化する県政課題に的確に対応する
ため、「政策形成を支える調査研究」を実施して
います。平成27年度は、以下の研究テーマで調査
研究を行いました。

【平成27年度の主な研究テーマ】
・若年者の起業支援
　�　若年者による起業の現状と、これを推進して

いく上での課題の整理。
・�健康増進や未病状態の改善・維持に向けた国内

外の取組み
　�　国内外の健康増進や未病状態の改善・維持に

向けた取組みを通じて社会システム改革を進め
ようとしている事例の調査。

・性的マイノリティ支援にかかる課題の整理
　�　性的マイノリティ支援の課題の調査と、支援

を進めていく方策の整理。
　（27頁～70頁に掲載）

■大学連携事業
（１）大学発・政策提案制度
　県内に所在する大学から県政に関わる政策を募
集し、公開コンペによる審査で選ばれた提案につ
いて、大学と県が協働で事業を実施します。平成
27年度は、８件の応募があり、７月31日の公開コ
ンペにより、次の３件が採択されました。

〔平成27年度採択提案〕

提案の名称（提案者） 提案の概要

神奈川からはじめ
る「数学嫌い」を
変 え る 教 育 ア ニ
メーションの開発
（神奈川大学）

◦数学に対する苦手意識等を払拭さ
せるためのオリジナルアニメを開発
◦「中学・高校生向け公開講座」や「教
員免許更新講習」において、開発ア
ニメの講義や、出張授業を実施

神奈川県内自治体
で の シ テ ィ プ ロ
モーション支援手
法の開発（東海大学）

◦県内市町村（政令市を除く）及び
県外の先進自治体を対象に、シティ
プロモーションの実施状況や自治体
の特性を調査・分析
◦各自治体の地域特性を活かせる
「シティプロモーションモデルプラ
ン」を作成
◦県内自治体連絡会議を実施し、市
町村の要望に応じたコンサルティン
グを実施

青少年のための節
度あるＩＣＴ類の
利用文化構築に向
けたコミュニティ
プログラムの開発
と推進（神奈川工
科大学）

◦県内におけるＩＣＴ依存症の実態
を広範・詳細に調査
◦ＩＣＴ依存症を周囲（教員・学生・
父母）の支援により改善するための
マニュアル（コミュニティ・ガイド）
を作成
◦コミュニティ・リーダー（教員・
学生・父母）を育成し活動を支援

（２）課題解決力向上プロジェクト学習
　大学生をはじめとするこれから社会に出て活躍
することが期待される若者には、自ら課題を発見
し、その本質を見極め、解決手法を検討し、解決
に取り組む「課題解決力」が求められています。
　政策研究・大学連携センターでは、平成26年度
から県内大学生の課題解決力の向上に向け「課題
解決力向上プロジェクト学習」を実施しました。
　当プロジェクト学習は、大学２年生が異なる大
学の大学生とチームを組み、各企業や団体から提
示された課題に対して、実際の企業等現場での職
業体験（インターン）を踏まえて解決方策を提案
するというものです。
　平成27年度は、参加学生が職業体験をした企業・
団体ごとに９チームに分かれ、その経験を通して
練り上げた「課題解決案」のプレゼンテーション

政策研究・大学連携センターのいま
　 　
　政策研究・大学連携センターの活動は７年目に入りました。ここでは、当センターの直近の活動実績と、
今後の活動を紹介します。
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政策研究・大学連携センターのいま

を行いました。プレゼンテーションでは、大学生
ならではの視点で考え抜いた具体的な案がいくつ
も出され、企業・団体の皆さんからも実現の可能
性もありとの発言があるなど、ご講評をいただき、
盛況のうちに終えることができました。

〔プレゼンテーション当日の様子〕

（３）かながわ発・中高生のためのサイエンスフェア
　県内には高い技術を持つ企業や最先端研究に取
り組んでいる大学がたくさんあります。こうした
特性を活かし、進路選択を間近に控えた中高生を
対象に、県と理工系大学等が連携して科学の不思
議や理工系の魅力を発信するイベントです。７回
目となる平成27年度は、７月11日に開催され、当
日は中高生を中心に2,500人あまりの来場者を集
め、大盛況のうちに終了しました。
　平成28年度の開催は７月16日を予定していま
す。詳しくは、13頁の記事をご覧ください。

（４）知事・学長懇談会について
　地域と大学のつながりをより密接にしていくた
め、大学、短期大学等のトップから幅広く自由な
意見をいただき、県政の抱える課題について、理
解と協力を得ることを目的として、昭和55年度よ
り毎年開催しています。平成27年度は「大学と地
元商店街との連携」をテーマに11月10日に開催し
ました。

〔懇談会当日の様子〕

（５）大学連携に係るポータルサイト
　県内の大学に関する様々な情報を広くお知らせ
することで、多くの方々に大学に対する理解を深
めていただき、今後の大学との連携の円滑な推進
を図るため、平成21年度に「大学連携に係るポー
タルサイト」を開設しました。県内の大学情報や、
県の大学連携に関する取組み、大学と地域との連
携事例等について紹介しています。
URL:�http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f6238/

（６）大学との包括連携協定
　緊密な連携と協力により、複雑、多様化してい
る地域の課題に適切に対応するため、横浜市立大
学（平成26年１月27日から）と東海大学（平成27
年１月27日から）の２校と包括連携協定を締結し
ています。県と大学間でより幅広い分野での連携
を図ることで、地域社会の発展に貢献しています。


